
全会一致で可決した議案等 結
果

市
長
提
出
議
案

条
例

一
部
改
正

阿賀野市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について
　阿賀野市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の制定に伴い、短時間勤務職員の1週間の勤務時間の特例を定めるため所要の改正を行う。

可
決

阿賀野市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について
　阿賀野市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の制定に伴い、短時間勤務職員について育児休業をすることが出来ない職員として規定
するとともに、阿賀野市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正に伴い字句を改める。

可
決

阿賀野市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 
　阿賀野市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の制定に伴い、短時間勤務職員の給与について定める。

可
決

阿賀野市スポーツ振興審議会条例の一部改正について 
　スポーツ基本法が平成23年8月24日に施行されたことに伴い、引用している法令名や条項等を改める。

可
決

そ
の
他

市道路線の変更について
　上中地内の上中諏訪田線及び保田地内の横町１号線の延長を延伸する。

可
決

市道路線の廃止について
　旧県道水原出湯線について、旧水原町地内と旧笹神村地内で別々な路線としているものを一体管理するため、この２路線を廃止する。

可
決

市道路線の認定について
　上記路線の再編による1路線（日の出町須走線）と地元自治会からの要望による1路線（長起村中1号線）を新たに認定する。

可
決

請
願

自然エネルギーの開発と普及、プログラムを決めた原発からの撤退を求める意見書提出に関する請願
　自然エネルギーの開発導入を進め、原発からの撤退を求める意見書を提出してほしい。

採
択

「私立高校生が学費を心配せず学べるように、学費軽減助成と経常費助成の増額・拡充を求める意見書」の採択に関する請願
　私学助成の国庫補助制度の維持拡充と、学費軽減制度の拡充・経常費助成の増額を求める意見書を提出してほしい。

採
択

議　
　

員

提
出
議
案

意
見
書

「社会保障と税の一体改革」による消費税の増税は行わないことをもとめる意見書の提出について  
　消費税の増税を行わないことを求める意見書を関係機関に提出する。

可
決

委
員
会
提
出
議
案

意
見
書

自然エネルギーの開発と普及、プログラムを決めた原発からの撤退を求める意見書の提出について
　自然エネルギーの開発導入を進め、原発からの撤退を求める意見書を関係機関に提出する。

可
決

私立高校生が学費を心配せず学べるように、学費軽減助成と経常費助成の増額・拡充を求める意見書の提出について
　私学助成の国庫補助制度の維持拡充と、学費軽減制度の拡充・経常費助成の増額を求める意見書を関係機関に提出する。

可
決

委
員
会
の

設　
　

置

阿賀野市議会議員定数に関する特別委員会の設置について
　阿賀野市議会議員定数についての検討を行うために特別委員会を設置する。

可
決
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市
長
提
出
議
案

予　
　

算

補
正
予
算

平成23年度阿賀野市一般会計補正予算（第6号）
（原　案） 歳入歳出それぞれ4億567万1千円を追加し、総額196億2,842万7千円とする。東日本大震災関連諸経費について実績に基づき減
額、市民交流エリア基本設計業務委託料971万3千円、市民交流エリア整備基金積立金1,000万円、病院事業会計繰出金（退職手当債繰上償
還に充てるため）3億2,732万2千円、瓢湖水きん公園観察舎設置工事費312万9千円等を増額。また、本年4月1日付の人事異動や職員給与削
減の廃止に伴う職員人件費過不足について所要の補正を行う。 修

正
可
決

（修正案） 市民交流エリア基本設計業務委託料971万3千円を削除する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
修
正
案
討
論（
要
旨
）

市長の議会に対する説明不足は否めないため修正案の提出に理解はするも、今後のまちづくりにおいて原案否決の影響は甚大
である。基本設計業務は、今後の整備計画の立案や事業採択のための大事な基礎資料となる。業務委託料の削除は市民による準備委員会
や、国・県、地元自治会等から市の事業への意欲、信用が問われ、また事業の進展に大きな影響を及ぼすことが懸念される。

基本設計業務委託料は、その算定根拠はじめ、市や市長としての理念や方向性及びその責任の範囲等基本的事項が不明確であ
り、準備委員会や地権者の方々を翻弄させる懸念が大きい。よって指摘事項を精査し、市の方針を明確に示した上で再提案すべきである。

条　
　

例

制
定
阿賀野市市民交流エリア整備基金条例の制定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可

決　阿賀野市市民交流エリア整備事業を計画的に推進するため、整備基金を積み立てるために条例を制定する。

一
部
改
正

阿賀野市保育所設置条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

可
決

　阿賀野市立保育園（3園）の整備計画に基づき、ほたる保育園及びあやめ保育園の2園を平成24年4月1日から法人に移管することに伴い、2
園を条例から削除する。

討
論

（
要
旨
）

政府が推進しようとしている子育て「新システム」は、保育の公的責任をなくし、自己責任とする。また、面積、保育士配
置、保育料基準も廃止の方向。公立保育園を維持してこそ、格差のない「育ち支援」の保育が可能。

そ
の
他

不動産の譲与について（ほたる保育園） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

可
決

　ほたる保育園を平成24年4月1日から民間移管することに伴い、移管する学校法人新潟高度情報学園に保育園園舎、屋外プール、屋外遊具
等当該保育園用地に付帯する構築物等の一切を無償譲渡するもの。
討
論

（
要
旨
）

阿賀野市保育所設置条例の一部改正についての反対意見と同じ。

不動産の譲与について（あやめ保育園） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

可
決

　あやめ保育園を平成24年4月1日から民間移管することに伴い、移管する社会福祉法人すみれ会に保育園園舎、車庫、屋外プール、灯油地
下タンク、屋外遊具等当該保育園用地に付帯する構築物等の一切を無償譲渡するもの。
討
論

（
要
旨
）

阿賀野市保育所設置条例の一部改正についての反対意見と同じ。

請
願

「社会保障と税の一体改革」による消費税の増税は行わない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
採
択ことをもとめる請願

　消費税の増税を行わないことを求める意見書を提出してほしい。

賛
否

会　　　派

議　　　員
議　　　案


